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熊本県議会 建設常任委員会会議記録第 ２ 回

平成21年４月22日（水曜日）

午後１時32分開議

午後２時30分休憩

午後２時35分開議

午後３時30分閉会

本日の会議に付した事件

平成２１年度主要事業等説明

出席委員（８人）

委 員 長 守 田 憲 史

副委員長 上 田 泰 弘

委 員 児 玉 文 雄

委 員 渡 辺 利 男

委 員 中 原 隆 博

委 員 堤 泰 宏

委 員 吉 永 和 世

委 員 髙 木 健 次

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

土木部

部 長 松 永 卓

総括審議員兼

次 長 江 副 健 二

次 長 天 野 雄 介

次 長 岩 下 修 一

土木技術管理室長 戸 塚 誠 司

監理課長 鷹 尾 雄 二

用地対策課長 佐 藤 國 一

土木技術管理室副室長 竹 下 喜 造

首席土木審議員兼

道路整備課長 西 山 隆 司

道路保全課長 古 賀 充 信

河川課長 野 田 善 治

港湾課長 潟 山 修 市

都市計画課長 船 原 幸 信

下水環境課長 西 田 浩

建築課長 生 田 博 隆

営繕専門監 平 野 和 実

住宅課長 小 林 至

砂防課長 猿 渡 慶 一

事務局職員出席者

議事課主幹 津 川 尚 美

政務調査課課長補佐 小 林 昌 樹

午後１時32分開議

○守田憲史委員長 ただいまから第２回建設

常任委員会を開会いたします。

開会に当たりまして、改めて一言ごあいさ

つ申し上げます。

さきの第１回委員会におきまして、委員長

に選任いただきました守田憲史でございま

す。今後１年間、上田副委員長とともに、誠

心誠意、円滑な委員会運営に努めてまいりま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。

委員各位におかれましては、御指導、御鞭

撻をいただきますよう心からお願い申し上げ

ます。また、土木部長を初めとする執行部の

皆様方におかれましても、御協力のほどをよ

ろしくお願い申し上げます。

簡単ではございますが、ごあいさつとさせ

ていただきます。

続いて、上田副委員長からごあいさつ願い

ます。

○上田泰弘副委員長 皆さんこんにちは。

さきの第１回委員会におきまして、副委員

長に御選任いただきました上田でございま

す。

見てのとおりの若輩者でございますが、守

田委員長を補佐しながら、一生懸命円滑な委
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員会の運営に頑張っていきたいと思っており

ますので、どうかよろしくお願いを申し上げ

ます。

委員各位、また執行部の皆様方の御協力を

切にお願いを申し上げまして、ごあいさつと

させていただきます。ことし１年よろしくお

願いいたします。

○守田憲史委員長 本日の委員会では、執行

部を交えての初めての委員会でありますの

で、執行部の幹部職員の自己紹介を自席から

お願いします。

（土木部長～土木技術管理室長、監理課

長～砂防課長の順に自己紹介）

○守田憲史委員長 次に、執行部から、平成

21年度主要事業等の説明をお願いします。

質疑は各部局の説明終了後一括してお受け

したいと思いますが、御異議ありませんか。

（ 異議なし」と呼ぶ者あり）「

○守田憲史委員長 それでは、まず、土木部

長から総括説明を行い、続いて担当課長から

資料に従い説明をお願いします。

それでは、松永土木部長に総括説明をお願

いします。

○松永土木部長 今回の御報告に先立ちまし

て、まず御礼を申し上げます。

鞠智城の国営公園化につきましては、県の

重要な施策と位置づけ、その指定に向けさま

ざまな活動に取り組んでおります。そのよう

な中、去る３月12日に、国営鞠智城歴史公園

設置促進議員連盟を設立いただき、また本日

は早速勉強会を開催していただき、ありがと

うございました。今後とも県議会の皆様と連

携をとりながら、さまざまな要望や活動を行

い、国営公園化を推進してまいりたいと考え

ております。

初めに、平成21年度当初予算の概要につい

て御報告いたします。

一般会計の予算額としましては1,071億4,8

07万5,000円、対前年度比で97.8％でござい

ます。

特別会計につきましては、港湾整備事業特

別会計、臨海工業用地造成事業特別会計、用

地先行取得事業特別会計及び流域下水道事業

特別会計の４つの特別会計でございます。こ

れらの特別会計を合計いたしますと87億2,41

9万8,000円でございます。

この結果、土木部の一般会計及び特別会計

を合わせました予算総額は1,158億7,227万3,

000円、対前年度比は97.8％となるものでご

ざいます。

なお、平成20年度２月補正予算におきまし

て、投資事業で一部前倒しを行ったことなど

により、対前年度比で減となっておりました

が、２月補正予算において緊急経済対策への

対応を行ったことから、これらを含めた13カ

月予算の土木部総額としては1,237億4,582万

3,000円、対前年度比104.4％となっており、

また投資的経費については対前年度比106.2

％を確保しております。

土木部の平成21年度当初予算の基本的な考

え方につきましては 「くまもとの夢４カ年、

戦略」を着実に推進していくとともに、喫緊

の課題である景気浮揚や雇用にも十分配慮す

ることとしております。

また、厳しい財政状況のもと策定された財

政再建戦略との整合を図り、限られた予算の

中で、優先度の峻別や重点的かつ効率的な事

業の執行に努め、必要な社会資本を着実に整

備してまいります。

一方、100年に一度ともいわれる厳しい経

済情勢を受けて、去る４月10日に、知事を本

部長とする熊本県経済危機対策本部が設置さ

れ、全庁を挙げて今回の国の経済対策に積極

的に取り組むこととしております。

土木部では、公共投資予算が大幅に減少す

る中で、必要な社会資本整備を集中的に進展

させるチャンスととらえ、積極的に対応して
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まいる所存です。

続きまして、くまもとの夢４カ年戦略の重

点施策に基づき、土木部で戦略的に進めてい

く事業について御説明をいたします。

１点目は、品格あるくまもとです。

まず、新幹線関連、熊本駅周辺整備につき

ましては、全線開業が２年後に迫った九州新

幹線の完成に向けて、全力を挙げて取り組み

ます。

また、全線開業を見据え、熊本駅周辺地域

を品格ある陸の玄関口としてふさわしい地域

、 、とするため 駅周辺の道路網や連続立体交差

東口駅前広場などの基盤整備を推進いたしま

す。

次に、九州の中心に位置するという地理的

優位性を最大限に生かし、九州における拠点

性を高めるとともに、九州新幹線の開業効果

を県内全体に波及させるための基盤づくりを

推進いたします。

特に、横軸となる熊本天草幹線道路、国道

57号拡幅、九州横断自動車道延岡線、また横

軸のかなめとなる熊本西環状道路、さらには

縦軸となる南九州西回り自動車道など、幹線

道路ネットワークの整備を推進いたします。

また、あわせて、県土基盤の充実に向けた地

域の生活幹線道路についても、着実に整備を

進めてまいります。

次に、全国有数の古代山城である鞠智城の

国営公園化を目指して、大規模歴史公園とし

ての基本計画の策定を進めてまいります。

次に、九州新幹線沿線の美しい田園景観等

を守るため、屋外広告物規制を検討し、また

阿蘇くまもと空港周辺のより一層の景観形成

に努めてまいります。

そのほか、水俣港のダイオキシン類対策、

流域下水道事業や農業集落排水事業などによ

る生活排水対策など、環境問題に適切に対応

をしてまいります。

２点目は、経済上昇くまもとです。

まず、物流拠点の整備については、現在の

厳しい経済状況を踏まえ、地域経済の浮揚の

かぎとなる産業の振興を図るため、八代港の

大型岸壁の整備等を推進いたします。

また、セミコンテクノパークを中心とした

企業集積地周辺では、円滑な物流・人流のた

めの周辺道路整備を進めるとともに、立地企

業に時差出勤や通勤経路の分散を働きかける

などのソフト対策を目的とした総合的な調査

検討を行い、慢性化している渋滞緩和に向け

た取り組みを推進いたします。

次に、広域的な観光振興の取り組みといた

しまして、歴史回廊くまもとの実現に向け、

近代化産業遺産である三角西港を旅行ルート

の拠点として活用するため、三角西港の浮き

桟橋など施設整備に取り組みます。

次に、厳しい経営環境にある建設産業の振

興を図るため、熊本県建設産業振興プラン等

に基づき、建設事業者の経営改善や構造改革

等に対し支援を行うとともに、経営の効率化

と透明で公正な市場環境づくりに資するた

め、電子入札・電子納品等の取り組みを推進

いたします。

３点目は、長寿安心くまもとです。

まず、災害から県民の生命、身体及び財産

を守るため、河川、海岸の改修や土砂災害防

止施設の整備を進めるとともに、市町村のハ

ザードマップ作成を支援するなど、ハード・

ソフト一体となった総合防災対策を推進いた

します。

次に、大規模地震発生時の避難ルートの確

保を図るための道路の防災対策や橋梁の耐震

対策、さらには住宅・建築物の耐震化、アス

ベスト対策など安全、安心で住みやすい社会

の実現に努めてまいります。

以上が平成21年度の土木部の主な施策でご

ざいます。

続きまして、土木行政の最近の動向につい

て御報告をいたします。

九州新幹線鹿児島ルートにつきましては、

平成23年春の全線開業を目指し、引き続き全
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力を挙げて取り組んでまいります。平成21年

度事業費として総額1,600億円が確保され、

本県へも756億円が配分されたところです。

平成21年度は県内工事費もピークを迎えるこ

ととなり、平成22年度末の完成に向け順調に

進められておりますが、事業損失等の問題も

まだ残っており、県としても問題の解決を積

極的に支援をしてまいります。

また、県都の陸の玄関口となる熊本駅周辺

の整備につきましては、昨年11月から東口駅

前広場の暫定整備に着手したところです。今

後も引き続き熊本駅周辺の街路整備や連続立

体交差事業のほか、新玉名駅周辺整備などに

全力で取り組んでまいります。

川辺川問題に関する球磨川水系の治水対策

につきましては、国、県及び流域12市町村の

参加のもと、第２回ダムによらない治水を検

討する場が去る３月26日に開催され、県とし

てダムによらない治水対策の提案を行いまし

た。会議後、国とともに提案内容の整理を行

い、国が実施する計算条件の確認を行ってい

るところです。

今後も引き続き、できるだけ早くダムによ

らない治水対策について関係者間で認識の共

有が図れるよう、国や市町村と一緒に積極的

に取り組んでまいります。

一般国道３号のバイパスとして、国直轄事

業で整備が進められている南九州西回り自動

車道のうち、田浦インターチェンジから芦北

インターチェンジまでの８キロ区間が、本年

４月29日に供用の運びとなりました。県とし

ましては、芦北インターチェンジ以南の早期

整備について、今後も引き続き国に働きかけ

てまいります。

県及び国で整備を進めている熊本天草幹線

道路のうち、宇土市城塚町から宇土市上網田

町までの７キロメートル区間が去る３月31日

に整備区間となり、国直轄事業により整備が

進められることとなりました。県といたしま

しては、当該区間の整備促進を国に働きかけ

てまいります。

、 、以上 総括的に御説明を申し上げましたが

主要事業及び新規事業につきましては各課長

から説明いたしますので、よろしくお願いい

たします。

今後とも各事業の推進に積極的に取り組ん

でまいりますので、委員各位の御支援と御協

力をよろしくお願いいたします。

○守田憲史委員長 引き続き、各課長から説

明をお願いします。着席のままで結構です。

暑い方は上着を脱がれて結構です。

○鷹尾監理課長 監理課でございます。

それでは、お手元に配付をしております平

成21年度主要事業及び新規事業説明資料、こ

の資料によりまして御説明をさせていただき

ます。

まず、１ページから７ページでございます

が、土木部役付職員名簿でございます。各課

の課長補佐以上の職員名簿と事務分掌を掲載

をいたしておりますので、説明のほうは省略

をさせていただきまして、後ほどごらんをい

ただければと思っております。

次に、８ページをお願いいたします。

平成21年度の土木部の組織機構図でござい

ます。これは土木部の喫緊の課題に対応する

ための組織体制の整備といった観点から、組

織の一部改編の実施を今年度行ったところで

ございます。

具体的には、まず、上から６番目の河川課

内に、河川開発に係る総合的かつ専門的な対

応を図るため、河川開発室の設置をいたしま

した。

また、その２つ下の都市計画課でございま

、 、すが 新幹線関係業務の進捗を踏まえまして

新幹線都市整備課、これまで新幹線都市整備

課でございましたが、これを都市計画課内の

課内室へ改組したところでございます。

、 、この結果 表の左下のほうにございますが
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土木部本庁の体制でございますが、20年度は

13の課・室がございましたが、21年度12の

課・室になりました。課内室の昨年度までの

３室が５室になったところでございます。

、 、それから 出先機関のほうでございますが

都市計画課の出先機関でございます熊本駅周

辺整備事務所でございますけれども、事業用

地の取得が進捗をいたしまして、昨年まで総

務課用地第１課、用地第２課というふうに分

かれておりましたが、これを統合いたしまし

て、今年度総務用地課を設置したところでご

ざいます。また、事業の進捗を図るために、

連立事業課を企画連立課に改めたところでご

ざいます。

主な内容としては以上でございます。

なお、表の右下のほうに、土木部の総職員

数を記載いたしております。土木部全体で93

。3人の体制で進めていくところでございます

９ページをお願いいたします。

熊本土木事務所と各地域振興局土木部の組

織図でございます。業務範囲の見直しを行い

、 、まして 今年度から企画調査課を技術管理課

また技術管理景観課に変更を行いました。ま

た、鹿本、阿蘇、球磨、天草の企画調整係に

つきましては、それぞれ技術管理係に変更を

行ったところでございます。

以上、組織関係でございます。

次に、10ページをお願いいたします。

平成21年度の予算資料でございます。この

ページは、土木部全体の予算額の状況を記載

いたしておりますが、土木部の平成21年度予

算総額は、最上段の右端の合計欄に記載をい

たしておりますとおり1,158億7,227万3,000

円で、対前年度比97.8％となっております。

その内訳につきまして、左のほうから一般

会計の普通建設事業といたしまして、補助事

業が321億9,212万1,000円で対前年度比99.3

％、その右の単県事業が489億357万4,000円

で対前年度比99.6％、その右の直轄事業が13

0億7,012万5,000円で、対前年度比93.3％と

なっております。

次に、災害復旧事業につきましては、補助

事業が16億3,700万円で対前年度比77.3％、

その右の直轄事業が前年同額8,000万円とな

っておるところでございます。

投資的経費の合計といたしまして958億8,2

82万円で対前年度比98.1％、また消費的経費

につきましては112億6,525万5,000円で、対

前年度比95.3％となっております。

合わせまして、一般会計といたしましては

1,071億4,807万5,000円で、対前年度比97.8

％となっております。

、 、次に その右側の特別会計でございますが

特別会計は港湾整備事業特別会計、臨海工業

用地造成事業特別会計、用地先行取得事業特

別会計、それから流域下水道事業特別会計の

４つの特別会計がございますが、この合計と

いたしまして投資的経費が21億3,894万5,000

円で対前年度比120.8％、その右の消費的経

費が65億8,525万3,000円で対前年度比91.5

％、特別会計の合計といたしまして87億2,41

9万8,000円で、対前年度比97.3％となってお

ります。

資料には記載をいたしておりませんが、部

長総括説明の中でも御説明をいたしましたと

おり、昨年２月補正予算におきまして緊急経

済対策を行っておりまして、それらを含めた

13カ月予算ということで見ますと、普通建設

事業補助事業が対前年度比109.6％、単県事

業が対前年度比108.3％、直轄事業が95％で

ございまして、投資的経費の合計といたしま

しては1,037億5,637万円となりまして対前年

度比が106.2％、また一般会計の合計も1,150

億2,162万5,000円で対前年度比105％、土木

部総額といたしましては1,237億4,582万3,00

0円で、対前年度比104.4％を確保したところ

でございます。

各課別の内訳につきましては下のほうの表

に記載のとおりでございまして、説明のほう

は省略をさせていただきたいと思います。
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次に、11ページをお願いいたします。

21年度予算総括表でございますが、これは

一般会計、特別会計ごとに各課ごとの本年度

当初予算額、前年度６月補正後の予算額、比

較増減額、右側に本年度当初の予算額の財源

内訳の記載をいたしております。

説明のほうは、表の最下段の財源内訳につ

きまして御説明をさせていただきたいと思い

、 、ますが 国庫支出金が246億9,757万1,000円

地方債が611億1,900万円、その他が157億2,3

88万6,000円、一般財源が143億3,181万6,000

円となっております。

以上が土木部全体の予算の状況でございま

す。

次に、12ページをお願いいたします。

このページ以降につきましては、各課ごと

の主要事業を記載いたしております。

まず、12ページのほうでございますが、監

理課及び土木技術管理室の主要な事業を掲載

いたしております。

まず、１段目のＣＡＬＳ／ＥＣ事業でござ

いますが、予算額は１億5,607万5,000円でご

ざいます。この事業は、公共事業の調査・設

計、入札、施工における図面など各種情報の

電子化をいたしまして、発注者、受注者に効

率的な情報交換へ呼び込みができる環境を創

出するというものでございます。

この中で監理課が所管をしておりますのが

(1)番の電子入札システムでございまして、

この維持管理に要する経費を計上いたしてお

ります。電子入札システムにつきましては、

平成17年の10月から一部運用開始をいたしま

して、段階的に運用の拡大を図りながら、昨

年平成20年度から本格運用を開始したところ

でございます。

(2)から(4)の事業につきましては、監理課

の次の事業の説明の後、土木技術管理室のほ

うから説明を行います。

次に、２段目の建設産業再生支援事業費で

ございますが、予算額は1,178万2,000円でご

ざいます。県で建設投資額の減少傾向にある

という、建設産業を取り巻く経営環境は大変

厳しいという状況を踏まえまして、平成16年

３月に策定をいたしました建設産業振興プラ

ンに基づきまして、建設産業の再生支援に取

り組んでおるところでございます。

事業の内容といたしましては、まず(1)番

目、建設事業者経営相談事業費でございます

が、これは県の中小企業支援センターに、建

設業に精通をいたしました相談員の配置をい

たしまして、建設業者の経営に関する相談を

行う事業でございます。

次に、(2)の建設事業者合併促進事業費で

ございますが、これは合併をしようという建

設事業者に対しまして、合併経費の一部を助

成をいたしまして、成功事例のモデルといた

しまして、建設事業者全体に合併促進の啓発

をしようという趣旨でございます。

(3)番目の新分野等進出モデル事業費でご

ざいますが、これは農業・環境・福祉分野な

どの新分野に進出をしようとする建設事業者

に対しまして、専門アドバイザーの派遣など

を行い、新分野進出を支援しようという事業

でございます。

それから(4)番目の営業所等立入調査事業

費でございますが、これは経営事項審査にお

ける財務諸表の疑義案件などに対しまして、

公認会計士の助言指導を受けまして、効果的

な財務諸表分析、必要によっては営業所への

立入調査を行うという事業でございます。

最後に、(5)番目の建設事業者法令遵守対策

事業費でございますが、これは調査指導嘱託

員を２名配置いたしておりまして、建設事業

者の営業所などを訪問させていただきまし

、 。て 法令遵守指導等を行う事業でございます

監理課は以上でございます。よろしくお願

いします。

○戸塚土木技術管理室長 土木技術管理室が

所管しております主要事業について御説明い
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たします。

資料の12ページ、引き続きお願いいたしま

す。

上欄のＣＡＬＳ／ＥＣ事業でございますけ

れども、事業概要につきましては先ほど監理

課長のほうから説明があったとおりでござい

まして、技術管理室のほうで所管しておりま

すものとしましては、この(2)(3)(4)でござ

いまして、まず１つは、工事進行管理システ

ムということで、公共事業関係の各種データ

を一元化して管理しているシステムというこ

とで、これはあくまでも県庁内のシステムと

いうことで、公共事業部門が扱っているシス

テムでございます。既に開発段階を終わりま

して運用段階ということで2,862万2,000円、

これは土木部が取り扱っている予算というこ

とで計上しております。

(3)電子納品・情報交換共有システムでご

ざいます。いろんな工事関係の書類、図面関

係を電子データでおさめてもらうという電子

納品と、工事施行中ですけれども、発注者・

受注者間でいろんな書類の交換、申請書の手

続関係をシステムの中で行っていきますこの

情報交換共有システム、この２つのシステム

がございます。いずれも開発段階は過ぎまし

て今運用段階に入っているということで、そ

の運用費、機器リース代、維持ソフト補修費

等で4,684万3,000円を計上しております。

このほか(4)といたしまして、熊本県ＣＡ

ＬＳ／ＥＣ推進協議会運営費でございます。

、 、これは県の関係部局 それと産業界の各代表

市町村の各代表で構成しておりまして、この

ＣＡＬＳ／ＥＣの運用及び普及についてのい

ろんな問題をこの協議会で協議していくとい

うことでございまして、運営費用としまして

18万6,000円を計上しております。

以上でございます。

○西山道路整備課長 道路整備課の西山でご

ざいます。

道路整備課の主要な事業について説明いた

します。

14ページをお願いいたします。

まず、一番上段の道路改築事業でございま

すが、78億4,200万円を計上し、現道の拡幅

や線形改良またはバイパス等の建設を行うも

のでございまして、国道325号外11カ所を61

億5,200万円で、地方道は砂原四方寄線外１

カ所を16億9,000万円で整備を進めるもので

ございます。

次に、特殊改良事業でございますが、国道

の幅員狭小、線形不良等の局部的に交通の障

害となっている区間の改良や旧道移管のため

の改良を行うものでございまして、内訳とし

ましては、特殊改良一種事業に14億400万、

特殊改良三種事業に7,000万円で、国道266号

外９カ所の整備を進めるものでございます。

次に、道路計画調査でございますが、地域

高規格道路の計画区間から整備区間への格上

げをするために行うルート検討などの所要の

調査を実施するものでございまして、予算額

は1,800万円でございます。

次に、単県道路改築事業でございますが、

23億6,700万円を計上しておりまして、国庫

補助事業に採択されなかったものや採択基準

に満たない小規模なもので緊急に整備を要す

る道路・橋梁の整備を行うものでございまし

て、瀬田熊本線外85カ所の整備を実施してま

いります。

次に、地域活力基盤創造交付金事業でござ

いますが、これは従前の地方道路臨時交付金

にかわるものでございまして、39億6,600万

。 、円を計上しております 地域の課題に対応し

比較的小規模な道路・橋梁の整備を行うもの

でございまして、玉名山鹿線外39カ所の整備

を促進してまいります。

次に、15ページをお願いします。

熊本環状道路整備事業でございますが、2,

800万円を計上しておりまして、地域高規格

道路である熊本環状道路を整備する補助事業
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とあわせて事業を促進するものでございまし

て、砂原四方寄線の整備を促進してまいりま

す。

最後に、単県幹線道路整備特別事業でござ

いますが、2億3,800万円を計上しておりまし

て、県内の主要幹線道路であります熊本天草

幹線道路、熊本阿蘇幹線道路、南関ＩＣ～荒

尾・長洲幹線道路の整備を促進してまいりま

す。

道路整備課は以上でございます。

○古賀道路保全課長 道路保全課の主要事業

について説明いたします。

16ページをお願いします。

まず、上段の道路災害防除事業でございま

すが、道路の危険箇所に対しまして、災害を

未然に防除するために災害防止対策を実施す

るものでございます。

平成21年度は、事業概要欄の(1)から(4)に

記載しておりますとおり、補助事業、地域自

、 、立・活性化交付金 地域活力基盤創造交付金

単県事業、合わせまして25億8,100万円の予

算額で、国道24カ所、地方道54カ所の対策を

予定しております。

次に、歩道整備・交差点の改良等でござい

ますが、これはユニバーサルデザインの考え

に基づき、歩行者や自転車が安全で快適に利

用できる歩行空間の構築を図るものでござい

ます。平成21年度は、概要欄の(1)から(4)ま

での事業合わせて41億800万円の予算額で、

国道14カ所、地方道43カ所、統合補助地区と

して37地区の整備を予定しております。

続きまして、電線共同溝整備事業でござい

ます。これは、ふくそうしている電線類を地

下空間に収用することで、道路交通の安全確

保並びにライフラインの安全性などの向上を

図るものでございます。平成21年度は４億3,

100万円の予算額で、国道、県道それぞれ１

カ所の整備を予定しております。

17ページをお願いします。

上段の道路舗装事業でございますが、交通

量の増加等によりまして老朽化が著しい舗装

の機能を回復するために補修を行うものでご

ざいます 平成21年度は 概要欄の(1)から(4)。 、

までの事業合わせて23億9,000万円の予算額

で、国道40カ所、地方道81カ所の補修を予定

しております。

次に、橋りょう補修事業でございます。こ

れは、既設橋梁の耐震対策、耐荷力向上、鋼

橋の再塗装などの補修を実施するものでござ

います。平成21年度は、概要欄の(1)から(4)

までの事業合わせて20億4,000万円の予算額

で、国道34橋、それから地方道33橋の補修を

予定しております。

最後に、ロード・クリーン・ボランティア

でございます。これは行政とボランティア団

体等が協定を締結しまして、ボランティア団

体等が行う道路の清掃、除草、植栽等の美化

活動を支援するものでございます。平成21年

度予算額は363万6,000円を予定しておりま

す。

道路保全課の主要事業は以上でございま

す。

○野田河川課長 河川課でございます。

18ページをお願いいたします。

18ページに記載しております事業は、３事

業ともすべて国庫補助事業でございます。

まず、最上段の河川事業でございますが、

これは河川改修事業などのハード対策と、情

報基盤整備や市町村が作成するハザードマッ

プへの補助などのソフト対策を行うものでご

ざいます。本年度予算は23億6,331万円でご

ざいます。

内容につきましては、事業概要欄をお願い

いたします。

(1)の河川改修事業では、菊池川ほか14カ

所の改修を行います。

、 、(2)の情報基盤整備では 水位計や雨量計

監視カメラの設置を行います。
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(3)のハザードマップ調査費補助では、市

町村が作成するハザードマップへの補助を行

います。

(4)の都市基盤河川改修費では、熊本市が

行います健軍川ほか３カ所の河川事業への補

助を行います。

次に、中段の海岸事業でございますが、こ

れは海岸保全施設の整備を行うものでござい

ます。本年度は荒尾海岸ほか２カ所の整備を

行う予定で、予算は４億5,500万でございま

す。

次に、最下段の河川総合開発事業ですが、

これは路木ダム、五木ダム、氷川ダムの建設

事業でございます。本年度予算は10億9,000

万円でございます。

次に、19ページをお願いいたします。

単県河川海岸事業は、県単独費で行います

河川や海岸の整備事業及びその関連事業で、

主要なものを記載しております。

内容につきましては、事業概要欄をお願い

します。

(1)の単県河川改良費は、重要水防区域及

び局部的にネックとなっております箇所の河

川改良工事を実施するもので、予算は13億6,

600万円でございます。

(2)の単県海岸保全費は、海岸施設の改良

事業で予算は１億6,700万円でございます。

(3)の単県河川調査費は、河川整備計画な

どの策定を行うに要する費用でございまし

て、予算は１億4,200万円でございます。

、(4)の単県河川海岸情報基盤整備事業費は

老朽化した水位計や雨量計の補修を行うもの

で、予算は2,300万円でございます｡

(5)のくまもとマイ・リバー・サポート事

業は、ボランティア団体が行う美化活動の支

援を行うため、用具の支給や保険の負担を行

、 。うもので 予算は269万7,000円でございます

(6)の河川外来種等緊急対策事業は、ウオ

ーターレタスなどの外来種の除去や、コイヘ

ルペスが発生した場合に早期の除去処分を行

うための経費で、予算は4,125万4,000円でご

ざいます。

河川課の主要事業は以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。

○潟山港湾課長 それでは、20ページをお願

いいたします。

港湾課では、主要事業といたしまして７項

目を上げさせていただいております。

まず、１段目の港湾改修事業でございます

が、重要港湾改修ほか３事業に８億7,330万

円計上しております。

まず、重要港湾における港湾施設の建設、

改良を行う重要港湾改修事業を、熊本港、八

代港、三角港で実施するものでございます。

同様に、地方港湾改修事業は、長州港と水

俣港で実施いたします。

また、防波堤の改良や岸壁の防舷材等の補

修を行う港湾補修事業を、姫戸港ほか６港で

実施いたします。

また、平成21年度からの新規事業といたし

まして、港湾施設の維持管理計画を作成し、

施設の長寿命化を図ることを目的に、港湾長

寿命化計画策定事業に取り組んでまいりま

す。

次に、港湾環境整備事業でございますが、

６億9,000万円を計上しております。これは

港湾の環境保全のため、しゅんせつ土砂処分

場の整備及び緑地の整備を行うものでござい

まして、八代港、熊本港及び本渡港で実施い

たします。

、 、 、また 海域環境創造事業では 海域の水質

底質の改善及び生態系の回復を図るため、覆

砂、港湾施設の改良等を行い、海域の利用増

進に資する事業でございまして、百貫港で実

施いたします。

次に、港湾ダイオキシン類対策事業でござ

いますが、３億4,000万円を計上しておりま

す。これは、水俣港の百間排水路と船だまり

に堆積しておりますダイオキシン類を含む土
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砂をしゅんせついたしまして処分するもので

ございます。

次に、みなと振興交付金事業でございます

が、9,800万円を計上しております。これは

熊本と天草の中間点に位置し、歴史的価値が

高く、世界文化遺産暫定一覧に追加記載され

ました三角西港の観光拠点性を生かした広域

的な観光振興に寄与することを目的に、浮き

桟橋の設置及び緑地整備を行うものでござい

ます。

、 、次に 天草空港管理運営費でございますが

２億4,769万7,000円を計上しております。こ

れは天草空港の施設維持管理や運航支援業務

等を行う経費でございます。

次に、港湾整備事業特別会計でございます

が、ポートセールス推進事業といたしまして

483万8,000円計上しております。これは港湾

利用の活性化を図るため、国際コンテナ航路

の振興等のポートセールス活動を行う経費で

ございます。

最後に、臨海工業用地造成事業特別会計で

ございますが、熊本港臨海用地造成事業費5,

594万5,000円を計上しております。これは熊

本港周辺海域における漁業の振興を図るた

め、覆砂等の漁場整備や稚魚放流等を行うた

めの漁業振興費5,000万円と、臨海用地の貸

し付け及び売却を行うための熊本港臨海用地

分譲推進事業594万5,000円でございます｡

港湾課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。

○船原都市計画課長 平成21年度主要事業に

ついて説明させていただきます。

資料22ページをお願いいたします。

まず、緑化景観対策事業でございますが、

。 、2,465万2,000円を計上しております 内容は

景観条例に基づく緑化、景観対策に取り組ん

でおりまして、これに従事する嘱託員の人件

費や現地調査を行う景観条例施行運営事業等

でございます。

次に、九州新幹線建設促進事業でございま

すが、252億1,693万4,000円を計上しており

ます。これは新幹線建設に伴う県負担金及び

関係機関との調整等を行うものでございま

す。

次に、広告景観対策事業でございますが、

1,251万円を計上しております。内容は、屋

外広告物条例に基づく対策に取り組んでお

り、屋外広告物の許可や違反広告物に対する

指導、取り締まりを行う屋外広告物対策推進

事業等でございます。

、 、次に 都市計画事業調査費でございますが

2,800万円を計上しております。これは長期

未着手の都市計画道路の必要性を検証し、廃

止を含めた見直しを検討する都市計画道路検

討調査などでございます。

次に、連続立体交差事業でございますが、

25億2,200万円を計上しております。これは

ＪＲ鹿児島本線等を高架化し、連続立体交差

化を図る事業でございます。

資料23ページをお願いいたします。

街路整備事業ですが、58億6,130万円を計

上しております。これは連続立体交差事業と

一体的に進めています春日池上線など熊本駅

周辺の街路整備、並びに熊本駅周辺以外の地

域で実施しております街路の整備を行うもの

でございます。

、 、最後に 都市公園整備事業でございますが

１億8,894万円を計上しております。都市公

園の整備に向け取り組んでまいりますが、鞠

智城につきましては、歴史公園としての全体

的な将来像を描きながら、国営公園化に向け

て必要な調査を実施してまいります。

都市計画課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

○西田下水環境課長 下水環境課の主要事業

について御説明いたします。

資料の24ページをお願いいたします。

まず 浄化槽整備事業でございます し尿・、 。



- 11 -

生活排水を一体的に処理する合併処理浄化槽

の設置に対する県から市町村への補助事業で

ございまして、２億7,100万円余を計上して

おります。浄化槽の設置は、個人が設置する

ものと市町村が設置、管理するものの２通り

がございますけれども、事業概要欄に挙げて

、おります(1)の浄化槽設置整備事業補助費は

個人の方が設置する場合に補助を行う市町村

に対しまして、国の助成とあわせまして県費

補助を行うものでございます。

それから、(2)の浄化槽市町村整備推進事

業交付金は、これは市町村が設置、管理する

事業を対象といたしまして、前年度事業費の

6.5％を交付金として市町村に交付するもの

でございます。

次に、農業集落排水事業でございますが、

農村地域におきまして一定のまとまりがある

地域におけるし尿・生活排水を集合処理する

もので、原則として市町村が事業主体となり

。 。ます ９億1,600万円余を計上しております

(1)の団体営農業集落排水事業費は、間接

補助となっておりますため、国からの補助金

を県が一たん受け入れて市町村に交付するも

のでございます。

(2)の農業集落排水施設整備推進費は、市

町村が行った事業に対しまして、前年度事業

費の6.5％を県が交付金として交付するもの

でございます。

次に、漁業集落環境整備事業（下水）は、

漁港背後地の漁村地域におきましてし尿・生

活排水を集合処理するもので、市町村が整備

を行います。４億4,900万円余を計上してお

ります。

制度といたしましては、先ほどの農業集落

排水事業と同様でございまして、(1)の漁業

集落排水施設整備後年交付金は、市町村が行

った事業に対しまして、前年度事業費の6.5

％を県が交付金として交付するものでござい

ます。

、(2)の漁業集落排水施設整備市町村補助は

間接補助のため、国費を県が一たん受け入れ

まして市町村に交付するものでございます。

25ページをお願いいたします。

流域下水道事業特別会計でございます。公

共下水道の整備は、原則として市町村が行う

事業でございますけれども、複数の市町村に

またがってかつ一体的に取り組むことが効率

、 、的な場合などは 県が事業主体となりまして

流域下水道として終末処理場や幹線管渠の整

備を行います。

現在、本県では、熊本北部、球磨川上流、

八代北部の３つの流域下水道の供用を開始し

ておりまして、流域下水道と接続する関連市

町村の公共下水道の整備進捗と調整を図りな

がら建設運営を行っております。

これらの建設費及び維持管理費は特別会計

で処理を行っておりまして、記載のとおりそ

れぞれ18億1,800万円、13億4,500万円余を計

上しております。

以上でございます。

○生田建築課長 建築課でございます。

26ページをお願いいたします。

５項目上げさせていただいておりますが、

まず、くまもとアートポリス推進費でござい

ます。くまもとアートポリス事業は、県内各

地にすぐれた建造物をつくるなどによりまし

て、地域活性化に資する熊本独自の豊かな生

活空間の創造を目指して取り組んでおるもの

でございまして、くまもとの夢４カ年戦略の

品格あるくまもと創りにも位置づけておりま

す。

事業としましては、コミッショナー制度に

よるプロジェクト事業、県内のすぐれた建造

物を表彰する顕彰事業、建築塾や市民大学の

開催を通じて行う人材育成事業などがござい

まして、これらの事業を実施するための費用

として、説明資料に記載のとおり1,079万円

を計上しております。

次に、２段目のやさしさと夢あるまちづく
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り支援事業費でございますが、698万4,000円

を計上しております。市町村や地域団体等が

行います町づくり活動の初動期の支援を行っ

たり、ユニバーサルデザインの考えに基づい

て民間建築物の整備を進めるための補助金等

に要する費用でございます。

３段目の建築物防災対策推進事業では605

万3,000円を計上しております。建築物の耐

震化を進めるために、民間特定建築物の耐震

診断に要する費用を市町村を通じて助成した

、 、り 耐震相談窓口の開設や講演会の開催など

市町村や県民向けに普及啓発するための費用

でございます。

４段目の民間建築物アスベスト緊急改修促

進事業でございますが、451万4,000円を計上

しております。民間建築物のアスベスト改修

に補助を行う市町村に対して助成を行い、ア

スベストの除却等を促進する費用でございま

す。

最後に 県有施設保全改修費４億1,753万1,、

000円でございますが、県有施設の維持修繕

の事業予算を一元管理して、改修の優先順位

をつけ計画的に改修を行うための費用でござ

います。

以上、建築課の主要事業でございます。よ

ろしくお願いいたします。

○小林住宅課長 27ページをお願いいたしま

す。

住宅課の主要事業について御説明をさせて

いただきます。

まず、最初の公営住宅建設費でございます

、 。が ３億4,464万円を計上いたしております

事業概要につきましては、県営住宅の居住

水準の向上と住宅に困窮する県民の居住環境

安定のために、県営住宅の建設及び建てかえ

等を実施するものでございます。

まず、(1)の月浦団地建設事業は、水俣・

芦北地域振興計画に基づきまして建設してい

るもので、第２期工事として建設をいたして

おります。現在23戸建設中でありまして、８

月には完成の予定でございます。

(2)の山の上団地建替事業でございます。

これは昭和36年から昭和38年度に建設されま

した団地でございますけれども、老朽化が進

み居住環境も非常に悪化していることから建

てかえを行うものでございます。現在実施設

計中でございまして、本年度は新規住宅の建

設予定地にあります２つの住棟の入居者の仮

移転を行うとともに、これら２つの住棟の解

体工事を行うものでございます。

(3)の境目団地は宇土市に立地しておりま

すが、昭和41年から44年度にかけまして建設

された住宅でございます。現在88戸のうち44

戸が入居中でございまして、住棟すべてが空

き家になった場合は順次解体を行っていくこ

ととしておりまして、21年度に１棟を解体す

る予定でございます。

次に、２段目の公営住宅ストック総合改善

事業費でございます。現在、県営住宅のスト

ックは8,427戸、364棟ございます。これらの

住宅を適正に維持管理をいたしまして、入居

者の安全、安心の生活を確保していく必要が

ございます。

(1)のＵＤ配慮改善工事は、高齢化が一層

進む中、高齢者が安全、安心に暮らすことが

できるよう住戸内の段差解消、あるいは手す

りの設置等を行っているものでございまし

て、平成21年度は120戸の整備を予定いたし

ております。

(2)の安全性確保工事は、計画的な外壁改

修工事と、住宅の寝室に火災警報装置の設置

義務づけがございますので、県営住宅につき

ましてもすべての住戸に設置を行うものでご

ざいます。

、(3)番目の居住性向上工事でございますが

平成23年７月にテレビのアナログ放送が廃止

されます。県営住宅につきましても、地上デ

ジタル放送に対応する工事を実施するもので

ございます。
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次に、３段目の木造住宅総合対策事業費で

ございます。良質な木造住宅やＵＤの普及を

図るために、県内の高校生、大学生を対象に

ＵＤに対応した木造住宅のコンペの実施、あ

るいは工業高校生を対象にいたしました木造

住宅の現地研修会を実施するものでございま

す。

４段目の民間住宅耐震対策事業でございま

す。県民の耐震改修に対します意識を高める

ために、昭和56年５月31日以前に建築されま

した木造住宅を対象に、耐震診断アドバイザ

ーを派遣いたしまして耐震診断を行うもので

ございます。

最下段の高齢者向け優良賃貸住宅供給促進

事業費でございます。高齢者が安全で安心し

て暮らすことのできる民間賃貸住宅の整備促

、 、進を図るために 高齢者の身体機能に対応し

また生活支援サービスを備えました民間の優

良な賃貸住宅に対して補助を行うものでござ

いまして、本年度50戸の整備に対して補助を

行う予定でございます。また、平成12年度か

ら16年度までに建設された住宅に対して、家

賃補助を行うことといたしております。

以上が住宅課の主要事業でございます。よ

ろしくお願いいたします。

○猿渡砂防課長 砂防課でございます。

砂防課の主要事業について説明をいたしま

す。

説明資料の28ページをお願いいたします。

まず、上段の砂防事業でございますが、予

算といたしましては31億900万円を計上して

おります。

事業メニューといたしましては、右側の事

業概要に記載しているとおりでございます

が、砂防指定地内の渓流において土砂災害を

防止するために、堰堤工などを実施するもの

でございます。本年度は八代市の枳之俣川外

67カ所を施工する予定でございます。

次に、地すべり対策事業でございます。予

算としましては３億4,800万円の計上をして

おります。この事業は、地すべり防止区域内

において、地すべりによる被害を防止、軽減

するために、地下水排除工、あるいはアンカ

ー工などを施工するものでございます。本年

度は和水町の十町地区外11カ所を施工する予

定でございます。

次に、急傾斜地崩壊対策事業でございます

が、予算としましては17億1,442万円を計上

しております。この事業は、急傾斜地崩壊危

険区域内において、がけ崩れなどによる急傾

斜地の崩壊を防止するために、擁壁工やのり

面保護工などを実施するものでございます。

本年度は玉名市の上有所地区外65カ所の施工

予定をしております。

最後に、最下段のソフト対策事業でござい

。 、ます ３億6,600万円を計上しておりまして

その内訳といたしましては、右側の(1)でご

ざいますけれども、土砂災害防止法に基づく

警戒区域指定のための砂防関係基礎調査とし

まして２億5,200万円、また(2)でございます

けれど、土砂災害情報相互通報システム整備

事業としまして2,000万円を計上しておりま

す。

また、(3)の火山噴火警戒避難対策事業に

つきましては、阿蘇山について火山監視シス

テム及び情報伝達システムの整備を進めると

ともに、火山噴火時の土砂災害・被害をでき

るだけ警戒するため、阿蘇山噴火緊急減災対

策、砂防計画策定取り組み費用9,400万円を

計上しております。

砂防事業につきましては以上でございま

す。どうぞよろしくお願い申し上げます。

○守田憲史委員長 以上で執行部説明は終了

いたしました。

５分休憩して質疑を受けたいと思います。

午後２時30分休憩

午後２時35分開議
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○守田憲史委員長 それでは、再開いたしま

す。

今までの説明について質疑はありません

か。

○中原隆博委員 久しぶりの建設常任委員会

ということで、毎回出ているかどうかは知り

ませんけど、確認をさせていただきたいと思

います。

その第１点というのは、耐震偽装以来非常

に慎重に慎重を期すというような形で、建築

許可がおりるのに相当な時間がかかるわけで

す。その工事を請け負う人たちも含めて、言

、うなれば100日というか３カ月ぐらいかかる

忘れたころにやっと建築許可がおりるという

ことでは、言うなればこの不況のあおりで、

その辺の見通しが非常にせっぱ詰まった状況

になるので、もう少し迅速に、正確にできな

いもんだろうかというような、泣きつくぐら

いの陳情があるわけです。

そういうことについて、知事自身も行政の

スピードアップをうたい上げておられるわけ

ですから、もう少しスピードを上げて、建築

許可がおりて早く工事に着手できるようなこ

とができないのかどうか。

それと、先ほど住宅課のほうで説明があり

ましたけども、県営住宅といっても、中には

家族の中に高齢者を抱えている方がいらっし

。 、 、ゃるわけです そうすると 今お話の中では

手すりとか段差の解消という話はわかるんで

すが、大体県営住宅、公営住宅というのは４

階建てが普通だと思うんです。当たったはい

いけども４階まで車いすというのはなかなか

難しい。だから、これには必ずエレベーター

の常設とか、そういうことも含まれるのかど

うか、今後のそういった改善とか、あるいは

改築とか、そういうことと絡めてどのように

考えておられるか。

以上２点、お尋ねいたします。

○生田建築課長 建築課でございます。

今、中原委員の御質問でございますが、19

年の夏に建築基準法が改正されまして、先ほ

ど申されましたように、耐震偽装事件を背景

としまして建築確認業務が厳格化されまし

た。審査の内容も事細かく指針として示され

たところでございまして、当初はその影響も

ありまして、審査する側も、それから申請さ

れる側も慎重になって時間がかかったという

事例がございまして、一昨年の８月、９月、

10月あたり３カ月ぐらいは着工のおくれ、確

認申請件数の減少等が見られましたが、最近

では県としての運用を本としてまとめて説明

会を開いたり、あるいは関係団体と連携しま

して円滑化のための連絡協議会を開催したり

しておりまして、今ではその影響も少なくな

ってきているというふうに認識しておりま

す。

先ほど、まだそういう、着工までに時間が

かかるという陳情が多いとのお話でございま

したが、定期的に審査期間等も調査しており

ますが、法定期間内に、あるいはそれよりも

短く審査できているものと認識しておりま

す。引き続き円滑化協議会等の場を活用しま

して、円滑化に向けて関係団体と一緒になっ

て進めていきたいというふうに思います。

○小林住宅課長 住宅課でございます。

委員のほうから御指摘ございましたよう

に、現在県営住宅の入居者は約半数がやはり

高齢者でございます。非常に身体機能も衰え

てまいります。そういう中で、委員御指摘の

ありましたまずエレベーターの設置について

でございますけれども、エレベーターの設置

が必要なことは私どもも十分承知しているわ

けでございますけれども、現在の県営住宅は

階段室型となっておりまして、大体今おっし

ゃいました４階から５階の建物になっており

ます。

階段室型の場合は、エレベーターの設置が
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非常に難しいという面もありますし、通路等

の設置等を考えますと多額の費用が必要にな

ってくるということになってまいります。そ

れで、現在のところ、廊下型の住棟につきま

してはエレベーターの設置ができるわけでご

ざいますけれども、階段室型の住棟につきま

しては、今のところ設置をする予定がない状

況でございます。

そういう中で、昨年10月に、県営住宅に関

する住みかえの事務取扱要領を変えまして、

例えば４階、５階にお住まいで体の不自由な

方あるいは高齢の方等で、１階、２階に移り

たいという方につきましては、特定入居とい

う形で申し込みを受け付けまして住みかえを

していただくという制度を、昨年10月から設

けているところでございます。

以上でございます。

○中原隆博委員 建築許可ということに対し

ましては、やっぱり正確を期す、慎重を期す

ということも大事でございますけど、なるだ

け早く建築許可がおりて着手できるように、

お願いしたいというふうに思います。

それから、エレベーターとか、それは私も

高齢者のことを思えばこその質問であったわ

けでございますけども、もう歩道橋にもエレ

ベーターつけてくれというような陳情も届く

ような時代でございますので、そういうこと

も含みながら、視野に入れながら、これから

建てかえのときとか、新規のときにはぜひそ

の辺も考慮しながらやっていただきたい。こ

れは要望で結構でございます。

○守田憲史委員長 ほかにありませんか。

○堤泰宏委員 18ページの河川課、野田課長

、 （ ）、ですかね 河川改修事業 菊池川外14箇所

これは何で菊池川と書いてあっとですか。―

―どうでもいいですが。

それで、阿蘇白川の源流、課長は阿蘇にお

られたですから御存じでしょうか。色見川と

白川が合流しているんです、国道325号線の

ところで。その下流の150メーターぐらいの

ところに白川の出発地といいますか、そこに

水源があるんです。今まではそこは行きにく

かったんです。ところが、325号から白川の

集落の村道改良ができて、今車が自由に行け

るようになったんです、２年ぐらい前から。

そこに、白川の源流があるわけですが、ご

みがたまって非常に荒れているわけです。そ

してまた、色見川には高森町の生活排水が流

れ込んでおるわけです。ですから、その生活

排水が白川源流の湧水地、かなり水量があり

ますよ、そこに流れ込んでおりますので、道

もできましたので一回見ていただいて――源

流をもう少しきれいにしようかという地元住

民の清掃作業なんかも今始まっておりますの

で、一回見ておってください、そしてまた私

が相談にいきたいと思います。まず、見ても

らわぬことには、ここで何やかんや言うても

ですね。

○野田河川課長 阿蘇におりましたんです

が、今お聞きする中でちょっと細かい点、か

なり失念しているところがございます。委員

おっしゃったようには、まず現場を見させて

いただいて、委員の御意見をお伺いしたいと

いうふうに思います。

○堤泰宏委員 27ページの、今中原先生もお

っしゃいました住宅のことですけども、私は

前回建設委員会にお世話になったときに、民

間の賃貸住宅が全国で250万戸とか、最近は3

00万戸以上あいている、経営状況も非常に厳

しいと思いますけれども、それで公営住宅が

民業を圧迫しておるという面が非常に強いわ

けです。

それから、公営住宅に入居をすることによ

って、お金は持っとっても家賃が安いから入

っとこうと、新築住宅の着工件数が伸びない
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と、これは住宅メーカーさんが口にすること

ですけども、あながち根拠のないことじゃな

いような気がいたします。

ここの文面に「住宅に困窮する県民、国民

の居住環境安定のため」というのが目的のよ

うでございますけども、私は、日本は住宅に

困窮する県民、国民はかなり減っておられる

と思うんです。経済的に苦しいとか、そうい

うこととはまた別と思うんですけれども、需

要に対して供給が足りないというふうなこと

はないような気がいたしますので、住宅事情

というのは私は抜本的にこれは見直されるべ

きじゃないかと思います。

また、この事業が安定して収益をある程度

上げて、県民、国民に利益を還元できるよう

な、そういう位置づけであればまた別問題で

すが、どうも国もほかの県もこの住宅事業と

いうのは余り収益的には芳しくないような気

がいたしますので、根本的に私はよその県に

先駆けて熊本県は考えていただきたいと思い

ます。

それから、県営住宅にしましても――市営

住宅、町営住宅は一部の木造があるわけです

、 。が ほとんどが鉄筋コンクリートであります

熊本県はスギ、ヒノキの産出県でありますの

で、木材を使うというか、運動がいつもあっ

ておるわけですね。そういうことも考えます

と、私はここを抜本的に見直していただきた

いと思います。

以上です。何かお答えをいただきたいと思

います。

○小林住宅課長 住宅課でございます。

まず、公営住宅についてでございますけれ

ども、いわゆる公営住宅は、低額所得者で住

宅に困窮する方に入居していただくというこ

とでございまして、現在県営住宅の応募倍率

も大体７倍から８倍ということで、年２回募

集をしておりますけれども、１回に1,500名

ぐらい応募がありまして、入れるのは約１割

ちょっとでございます。そういう非常に応募

も多うございまして、入居希望者が多いとい

うことでございます。

ですから、民間の住宅と比べまして家賃が

安いということもあります。これは結局国の

補助等をいただきまして建設をいたしますの

で、低額の所得者に対して住宅を提供すると

いう公営住宅の目的があることでございま

す。

それから、委員御質問ありました県産材の

利用、木材等の利用についてでございますけ

れども、例えば県営住宅の建設等につきまし

ても、鉄筋コンクリートで現在建設をしてい

る部分がございます。そういった中でも、内

装材等につきましてはできるだけ県産の木

材、スギ材、ヒノキ材等を活用しております

、 、し また市町村等の木造住宅につきましては

できるだけ木造住宅での建てかえといいます

か建設を行っておりまして、県産の木材が利

用されているところでございます。

以上でございます。

○堤泰宏委員 経済的な問題はいろいろある

と思いますけども、一般の住宅よりも公営住

宅のほうがまあ高級感があるわけです。我が

家に住むよりも県営住宅や町営住宅に、特に

田舎の農村地帯に行きますと余り所得が高く

ありませんので、親子、じいさん、もっと古

くはひいじいちゃんの建てた家に辛抱しなが

、 。 、ら 農業をしながら住んでおると ところが

町に行くとデラックスな町営住宅があって、

そこに生活しておる人は自分たちよりもいい

住宅に住んでおる、何かおかしいという意見

をよく聞きます。

熊本市の県営住宅も一緒だと思います。自

分の小さい敷地に戦前、終戦直後に建てた家

に住みながら営々と暮らしている方、そうす

ると今度は鉄筋コンクリートの、今から恐ら

くエレベーターもついていくでしょうから、

そういう高級住宅に暮らしている方、どっち
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が経済的に苦しいかなかなか難しいと思いま

す。よく考えていただきたいと思います。

課長が何か経済的に苦しい人が県営住宅に

申し込むと言いなはったけん……。

○小林住宅課長 今委員おっしゃいましたよ

うに、県営住宅、公営住宅というのはもとも

と低額所得者ということで、昨年度までは月

収が20万以下という制限の以下でないと入れ

ないという状況でございます。そういう入居

基準による収入をオーバーした場合には出て

いっていただくようにお願いをしていくとい

うことでございますし、その額が高額になっ

た場合には強制的に退去していただくという

措置もとっているところでございます。

今後につきましては、公営住宅は、やはり

現有戸数につきましては、県営住宅が先ほど

申し上げましたように約8,500戸ございます

が、入居倍率も高うございますので、現在の

ストックを維持するという形で、県営住宅の

維持管理に努めていきたいというふうに考え

ております。

○堤泰宏委員 月収20万ということですね。

いろいろあると思う、手取りか税込みかです

ね。それは夫婦の場合、御主人の月収、それ

から奥様もパートにいって課税標準までかか

らないときにはそれはまた別と、そういう計

算であると思います。

また、家賃が収入に応じてランクがつけて

あるということも知っております。しかしな

がら、月収20万というのは、今は熊本におい

ては低所得じゃないわけです。今新聞報道等

で見ますと、大体月収10万台というのが普通

じゃないけども、民間企業ではかなりふえて

きているわけであります。特に、地方に行き

ますと、農家所得なんていうのは170～180万

とか250万、阿蘇の農家あたりは年間所得250

、 。万 300万というのは優良中の優良農家です

ですから、月収20万というのは私は安くない

と思うですね。

本当に家賃を払えないような人が住む住宅

をもし建てるのであれば、まあ４畳半と６畳

１間ぐらいで、せいぜい家賃が１万以下ぐら

、 、いで そして不自由だけども雨露が防げると

それならばみんな公平感を持つと思うんです

よね。そういうことも念頭に入れていただき

たいと思います。

○小林住宅課長 先ほど私月収20万と申し上

げましたけども、この４月から月収が15万8,

000円に引き下げられております。この月収1

5万8,000円といいますのは、その家族すべて

の年間収入の合計から、所定の控除を行った

ものを12で割った額が15万8,000円というこ

とでございます。

そういうことで、今低所得ということで募

集をいたしておりますので、県営住宅につき

ましては、委員御指摘のようなことも今後検

討しながら進めさせていただきたいというふ

うに思います。

○堤泰宏委員 結構です。

○児玉文雄委員 これは21年度の重要事項の

きょうは説明であったわけですが、これが実

際、各振興局に行って発注になるのはいつぐ

らいの時期なのか、これが１つです。

それと、今の平成21年度の１次補正が19日

の日、国会議員のほうから各種団体、町村長

に説明もあったんです。まだ国会を通ってお

らぬから詳しいことはわからないと思うが、

ある程度県では把握しておられるのか、これ

が１点。

それと、最近よくテレビとか新聞等で見る

のは、直轄事業費負担金の、これはゼロにし

てもらったほうがいいんですが、ゼロないし

少ないほうがいいと。大体熊本県は聞くとこ

ろによると98％ぐらいだというような話。だ

から、これは直轄事業は全部そういうことに
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今後なるのか、経済対策の中でなっていくの

か、そこがもう１点です。

次の経済対策のとき、前回みたいに補助事

業の継続事業みたいなもので、秋に受注をし

てこないだの経済対策が出てきたわけです

ね。だから、ある面では、中には前の工事も

着工していないのに新しい工事をもらったと

か。私は、経済対策というのはそういうこと

じゃなくて、早くしてやらぬといかぬけど、

仕事がおくれておる箇所があると、そういう

ところに経済対策のお金が来るだろうと期待

、 。しておったんですが これは期待外れでした

この次の経済対策に対してはどういう考えを

持っておられるのか。

この４点についてお伺いしたいと思いま

す。この21年度予算の発注は各振興局に行っ

て、大体いつごろから発注になるのか、それ

も聞きたいと、１番がそれです。

○戸塚土木技術管理室長 21年度予算につき

ましては、確実に執行できるものについては

４月の冒頭発注見通しという形で公表してお

ります。ただ、補助事業関係については審査

関係の業務がありますので、それが終わり次

第発注ということになろうかと思います。

現在、そうしたら年度当初どういった形を

とるかということになりますと、２次補正の

執行がまだ残っておりますので、それを全力

投球して速やかな発注に持っていきたいと、

そういった形で今進めているところでござい

ます。

○児玉文雄委員 いや、大体こういうのを、

そういういろいろの審査とかなんとかを経

て、本当に発注が出てくるのは６月ですか…

…。

○戸塚土木技術管理室長 事業課にはそれぞ

れに確認してみないと今はわかりませんが、

通年ですと大体５月の連休後ぐらいに審査と

いうことだろうと思うんですが、この御時世

ですので、いろんな事務手続については早目

にしてくれるような動きがあっているかなと

思いますけど、それは個々の事業課のほうで

把握していると思いますけれども、私のほう

としては、全体的な動きとしてはそういった

形が通常のスケジュールというふうに考えて

おります。

○児玉文雄委員 いや、前の補正もまだ発注

残があると。そうすると順調にいけば今の１

次補正も、これは６月まで上がる可能性もな

いとは言えぬと思うわけですね。これは民主

の協力いっちょですが、民主が理解を示せば

これも出てくると。余り発注が偏るというよ

、 、うなことがあると やっぱり１年間を通して

通年で仕事の計画等々もあると思うわけです

よね、そこらあたりは今後考えていただきた

いというふうに思う。

それと、直轄工事の負担金の問題。

○松永土木部長 直轄負担金につきまして

は、今各県の知事のほうで、国といろんな場

で、本来国がやるべき事業がなんだかんだと

いうことでいろいろ議論をされているところ

でございます。

確かに、実情といたしましては、地方公共

団体というのは直轄事業の負担金の捻出にか

、 。なり苦労している これが現実でございます

ただ、苦しいから直轄負担金について払えな

いということだけでは、これは済まない問題

もかなりございます。

今回の経済対策につきましては、いろんな

地方への配慮ということで、地方の負担分に

ついてはかなりの部分、90％と聞いておりま

すが、そのような対策までしていただいたと

いうことを聞いております。

、 、ただ こういうことが一時的なものなのか

将来とも直轄負担金について何らかの措置が

してもらえるのか、これはまだ現在のところ
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不明でございます。県として確かに負担が苦

しいのは事実でございますが、県だけの事情

で、ああしたいこうしたいとはできない話か

なと思っておりまして、今後引き続き……

○児玉文雄委員 今、直轄工事というのが県

下でどこそこ行われておるわけですね。これ

は全部そういう適用を受けると、まだ確実に

決まっちゃおらぬでしょうけれどもね。園田

さんは19日の日に、何か熊本は98ぐらいとい

うような話をしておられたですよ。

○松永土木部長 基本的には、全部の直轄事

業について県負担はございます。事業によっ

て実は違います。ただ、今回の21年度の経済

対策の補正についてのみ……

○児玉文雄委員 補正についてのみ……

○松永土木部長 そうです。経済対策につい

て、今回の地方への配慮という対策の中で、

県が払う直轄負担金の割合に応じて別の交付

金措置をするということで、直轄負担金を免

除してくれるという意味ではなくて、別の交

付金という形で金がもらえるような措置を今

考えておられるということでございますの

で、直轄負担金は基本的にはまだその後もあ

って……。

○児玉文雄委員 まあ免除と交付金をやっ

て、その中から県で払いなさいというような

やり方でしょうが、余りわかったようでまだ

わかりません。

そうすると、４つぐらい質問したが大体…

…

○守田憲史委員長 いいですか。21年度補正

は把握している……

○児玉文雄委員 21年度の経済対策はある程

度、ここの土木サイドではどれぐらい見てお

られるのか。

○鷹尾監理課長 土木部におきましては、現

在整備中の箇所の整備方向を一気に高めてい

くということと、各地域でお抱えになってい

るいろんな地域課題を改善するチャンスとい

うことで、積極的に対応していく必要があろ

うかというふうに思っておるところでござい

ます。

前回以上の、もちろん２次補正以上の、昨

年度の補正以上の額を確保できるよう、現在

それぞれ積み上げの作業を行っているという

ところでございますが、基本的には現在着手

している箇所の事業促進、それから後、単年

度で事業効果が発揮できるような箇所、こう

いうところを中心に対応していくということ

になろうかというふうに考えております。

○児玉文雄委員 だから、私は前回の経済対

策は必ずしも余り経済対策になっておらぬ面

もあると思うわけです。行政庁の仕事の認可

を受けて、補助事業として取り組んでおる事

業に対して、ぽーんとまさしく13カ月予算み

たいで、だからこれは通常からいけばそれに

もまた、この次予算執行の段階になるとまた

入札も出るわけですね。

だから、余りそういう偏った発注じゃなく

て、どうしてもここはしてくれとずっと頼ん

でおるけどなかなかできない工事があるわけ

です。お金がない、お金がないというのが今

までのやり方できたもんだから、そういうと

ころにもう少し日の当たる、それか時間的制

約を受けておるとするならば、通常予算をち

ょっとそっちのほうに回して、今の継続とい

うか、そういう事業に経済対策を回すとか、

用地の問題等もあるもんだから、何かそこら

あたり考えていただくなら……。

まだ県道の中に恐らく５分の１ぐらいは大

型バスが通れないんです。結婚式とかなんと
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かのときは、ここまで出てきてくださいと。

そこまで自家用なんかで行って、バスに乗っ

てそれから熊本の式場あたりに行かなきゃい

かぬと。下手すると、これは飲酒運転になる

可能性もあるわけです。田舎だもんだけん、

ここにゃ巡査さんなおらっさんだろうと思う

て、バスをおりてからぱっときゃあ乗ったり

なんかして、そういう影響もあると思われる

もんですから、やっぱり県として……。

今、町村道はかなりよくなっとるですよ。

やっぱりたまには西山さん、道路整備課長だ

けん、ちょっと県下を一回回ってごらん。そ

ら町道のほうが今は県よりずっと上ですよ。

整備もよくできております。

だから、やっぱり県なら――最近今までと

変わって、お茶じゃなくてこれに変わったわ

けですね （ペットボトルを示す）これは飲。

みたい者が飲むわけですから、そう問題ない

と私は思うけど。余りお金がない、何がもう

だめだというのは、県としてまさしく県民か

ら信頼を失ってしまいますよ、今のような状

態だったら。もう少し、やっぱり財政再建あ

たりも抜本的に考えるような方法は私は幾つ

かあると思います。

、 、だから 私はいつも反対しておるけれども

知事公舎もなんも売るなんて、本当に情けな

いと。そこまで熊本県もだめな県になったか

。 、と思うと残念でたまりません もう少し県も

やっぱり県民が、県に頼むとどぎゃんかして

やらすと、そういう信頼のもとに行政をやっ

ていただきたい。

悪いこつばかりじゃないんですが、ついで

。 、 、 、に 空港カントリーでつい最近17 18 19日

ライフカードレディースがありました。今ま

での最高を4,000人上回る２万6,000人、３日

間通算２万6,000人入ったです 今まで２万2,。

000人でした。車を見てみると県外ナンバー

。 、が多いんです 県外も遠くは岡山あたりから

これは高速道路の影響だろうというふうに思

います。あの1,000円の効果があらわれて、

かなり遠いところからおいでて、対前年比4,

000人ふえました。

これも心配すれば、特定財源からこの料金

カットの分は出ておるわけでしょう、どうで

すか。――そうでしょう。そうすると、また

その分は1,000円カットでも何か、私も定か

なことはわかりませんが、5,000億ぐらいの

道路公団民営化のほうにある程度渡してやら

なきゃ、あっちがやっていけぬとでしょう。

民主党はただというわけですね。ただにすれ

ばまだこれは影響するわけだが……。

あのやり方も、一番ガソリンを使う物流関

係、これは値引きはないんですね。何かちい

っと私もおかしいというような感じも受けて

おりますし、何かガソリンも100円を割る勢

いだったら、またぼちぼちぼちぼち上がって

いきよるですね。何か最近のことはわからぬ

ごつなってしまいよります。

まあ、いっちょよろしくお願いを申し上げ

、 。るわけですが 私の質問は以上で終わります

○鷹尾監理課長 失礼いたしました。

各地域でいろいろ配慮をというお話でござ

います。実は、４月10日に国のほうで取りま

とめられました経済危機対策の中で、地方公

共団体の配慮という項目がございます。この

中で２つの交付金制度の創設、合わせて２兆

4,000億円ということが盛り込まれたわけで

ございます。

今、委員からお話が冒頭ございました直轄

事業の98％ということにつきましては、一つ

の地域活性化公共投資臨時交付金というもの

で仮称として配分予定でございますが、これ

がまさに地方が国の補助事業におつき合いを

する際に必要な裏負担につきまして、その90

％をこの交付金で補てんをするという仕組み

でございまして、仮に国庫補助が50％である

とすると、残り50％の90％、全体で45％。し

たがいまして、合わせて95％を国が見る。補

助率が若干高ければ97とか98とか、こういう
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お話になってくるわけでございます。

ですから、実質的な県の負担は、５％から

場合によっては２％か３％で済む、そういう

お話ではないか。これは直轄事業についても

こういう仕組みであるということでございま

す。

それからもう１点、当然国庫補助事業以外

で緊急に対応すべき箇所というお話でござい

ます。基本的には各地域課題をいろいろ抱え

ておりますし、そこに対応していくというこ

とで、もう一つ地域活性化経済危機対策臨時

交付金というようなものにつきましても、創

設を予定されておりました。ただ、この詳細

については現時点でまだ明らかになっており

ません。今後詳細が明らかになる中で、こう

いう基金の活用ができるのか、そこらあたり

もしっかり見極めていく必要があろうという

ふうに思います。

○吉永和世委員 ダイオキシン類対策事業

、 、で いよいよ本年度始まるわけでありますが

非常にありがたいと思っていますが、港湾課

長がかわられましたので、今後の流れ、それ

を簡潔にちょっと教えていただきたいと思い

ます。

○潟山港湾課長 ダイオキシン類対策事業に

つきましては、当初、平成16年度から平成19

年度で完了するということでスタートしたの

ですが、地元住民が反対するということもご

ざいまして、３年間事業期間を延ばして、現

在は完了年度を平成22年度ということで設定

しております。

それで、吉永委員も御存じのとおり、20年

度に処分場用地の買収をいたしまして、それ

で処分場の造成工事をことしの３月に完了を

したところでございます。

本来のダイオキシンの汚染土砂に関しまし

ては、ことしの秋ごろに着手いたしまして、

来年度までには完了させたいということで予

定しております。

今後、一部住民段階の理解を得られていま

せんけれども、住民との意見交換とか、情報

公開しながら、住民への配慮をしながら工事

に着手していきたいと考えているところでご

ざいます。

○吉永和世委員 秋に着手というと、入札は

６月ごろですか。

○潟山港湾課長 その辺の手続論のところ

が、現在局のほうで具体的に考えておりまし

て、最終的には港湾課、監理課も含めて協議

した上で、最終的にいつごろ出すかというと

ころを、今後詰めていきたいと考えていると

ころでございます。

○吉永和世委員 今回の４月10日に、知事を

本部長として熊本県経済危機対策本部という

のを設置されたということでありまして、今

年度でも早いうちに発注される県工事である

というふうに思います。

そういった意味で、経済対策というふうに

大いに役立つ、地域経済にとって非常にあり

がたい工事でありますので、できれば地元に

いるランク業者といいましょうか、そういっ

たものが参入できるような形で考えていただ

ければ、非常に地域経済にとってもありがた

いなというふうに思います。

国も地方に配慮をするという形なんで、県

も地方に配慮するという何かそういった形

で、ぜひ思い切った形でやっていただきたい

なというふうに要望させていただきたいと思

います。

○守田憲史委員長 ほかに質問はありません

か。

○渡辺利男委員 私も久しぶりの委員会です

ので、またことし一から勉強をさせていただ



- 22 -

きたいと思いますが、土木部の今年度全体の

予算が1,071億ということですね。どうなん

ですか、一番膨れ上がったときが93年ぐらい

だったと思いますけれども、当時県全体の予

算が9,300億ぐらいありました。今は7,200億

ぐらいで、2,000億ばかり減っていますが、

土木部の予算は当時一番大きいときでどのく

らいだったんでしょうか。

○鷹尾監理課長 ちょっと今資料がございま

せんが、記憶ではたしか投資的経費で1,500

億を超えておったというふうに思っておりま

。 。す 現在では900～1,000億弱という状況です

当時に比べますと、約60％程度……

○渡辺利男委員 道路整備の予算もたしか当

時は500～600億を１つの課で持っておられた

ぐらい大きかったと思うんですけれども、当

時から15～16年でこれだけ減ってきたという

ことで、部長の最初の説明の際も 「限られ、

た予算の中で、優先度のしゅん別や重点的か

つ効率的な事業の執行に努め」るという言葉

がございましたが、どうなんでしょう、当時

に比べて予算のつくり方が、単なる何％カッ

トだけでなくて、制度的に何か変わった、変

えたということは何かありますか。

例えば、ここで言うと、砂防課の砂防事業

とか、治山事業はここじゃありませんけれど

も、そういうのはいわゆる申請主義で、地元

からの要望に基づいて積み上げてくるように

なっていますけれども、本当は毎年ずっと、

５月か６月ごろになれば地域振興局が市町村

に対して、要望はありませんかという調査を

してつくり上げてきよったわけだから、それ

は市町村からすると、自分たちは金を出さぬ

でいいわけだから、どんどんどこでん手を挙

げますよ。前年度並みにどんどんどんどん、

永久に減らない、そういう補助金のシステム

になっていますね。

だから、そういうシステム的なやつが、こ

の優先度を峻別するためにも何か変えられた

ところがあるのかどうかということです。

○鷹尾監理課長 予算の要求におきまして

は、毎年財政課から予算要求編成方針という

。 、ものが出されるわけでございます その中で

投資的経費については、特に最近は行政の状

況が厳しいと、対前年度比何％という形で、

総枠でシーリングがかかってくるという形に

なっていまして、基本的にはシーリングの枠

の中で投資的経費については確保していくと

いうふうになります。後は、各振興局なり各

所管課において優先順位をそれぞれ考えつ

、 。つ 毎年の事業計画を打ち込むという形です

なお、今、新規事業についてのお話がござ

いましたが、新規事業を採択する際には、新

規についての事業評価を行いながら、事業の

採択について部内で決定をしていくというと

ころでございます。

○渡辺利男委員 財政が厳しいから減らして

いかざるを得ないということは、総論はみん

な賛成するわけですね。各論になりますと、

それぞれが地域の強い要求に基づいたり、今

までの経過があったりということで、途中で

こういったかじを切るというのはなかなか具

体的には難しいと思うんです。

だから、本当にこれが必要なものかどうか

という優先順位を決めるには、客観的にどっ

かが、だれかが見て判断して切らぬとしよう

がないわけですけれども、そういう判断とい

うのはどっかでなさっているんですか。それ

ぞれの課は一応上げるしこ上げといて、財政

課から切られたからしようがないということ

、 、なのか みずからこれだけしかないんだから

この事業は本当に必要なんだろうかというこ

とで、そういう視点で見られるようになった

のかどうか、そこんところの意識改革があっ

ているのかどうかを聞きたい。
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○鷹尾監理課長 各事業の実施に当たって

は、もちろん地元市町村、地元におけるいろ

、 、んな優先的順位でございますとか 要望とか

そういうものを総合的に勘案しながら、地域

においてそれぞれ事業計画を定められてい

る。本県における社会資本整備、道路改良率

をとってみても、九州各県から比べると決し

て高くはない、むしろ低いというような状況

にございます。やるべき箇所は相当あるので

はないかというふうに思っておるわけでござ

います。

基本的にそういうものを県庁全体といいま

すか、土木部全体といいますか、最終的に取

りまとめを行いながら判断をしているという

状況でございます。

○渡辺利男委員 さっきの児玉先生の直轄事

業負担金の問題もそうですけれども、やっぱ

り一長一短と思うとですよ。直轄事業だから

国が全部やるべきだというのも一理あるけれ

ども、そうなると人の財布だから、どんどん

どんどんやっぱり国会議員使って、ここも直

轄でしてくれという陳情活動が国会に対して

、 、激しくなって そら国交省は自分たちの予算

権限は減らさぬでいいから一番よかでしょう

けど、となると結果的に国全体の借金は膨ら

むばかりということになるわけで、やっぱり

便益を受けるところは多くの負担をするとい

うよりも、権限と財源をこっちに全部任せて

もらったほうが、こっちの責任でやるという

ことになると、無駄なことはやらないという

ことになると思うんです。

まあそれはいいですが、もう一つ質問です

が、これは港湾課です。20ページなんですけ

れども、臨海工業用地造成事業特別会計の中

の「熊本港の建設に関連して、熊本港周辺海

域における漁業の振興を図る 漁業振興費5,」、

000万円ですか、これはまだありよったっで

すたいね。もうなくなっとるだろうというふ

うに思うとりましたが、きょう見たらまだこ

れあるもんですから、これはいつまで続ける

んですか。

○潟山港湾課長 委員質問の漁業振興費でご

ざいますが、今年度5,000万計上をしており

ます。いつまで続けるかという御質問でござ

いますが、これにつきましては当初、熊本港

周辺海域漁業振興基金条例が昭和54年に公布

されまして、昭和58年度に20億円の積み立て

をしております。59年度から基金の運用益に

よる漁業振興事業を開始いたしまして、平成

13年度まではその運用益で事業を実施いたし

ておりました。

ところが、そのまま推移していくと当然金

が不足してくるということで、平成14年３月

25日にこの基金条例の一部改正をいたしまし

。 、た 基金の額を10億円という額で切りまして

その後5,000万ずつという計算で20年間、具

体的には平成14年度から平成33年度までとい

うことで、この平成14年３月25日の基金条例

改正時の時点で期限を切ったところでござい

ます。

○渡辺利男委員 そうすると、今年度の11ペ

ージの会計を見てみますと２億8,545万余と

いうことですが、あの基金の残額がこれとい

うことではないわけですね。

○潟山港湾課長 総額としては今委員の言わ

、 、れた２億8,500万余ですが 具体的な中身は

それ以外にございますのが八代の臨海工業用

地造成事業ということで、具体的には八代港

の背後の工業団地がございますが、あそこの

冠水対策、これはあそこができてからもうほ

ぼ40年経過しておる関係で地盤沈下いたしま

して、道路排水が満潮時に流れないというこ

とで……

○渡辺利男委員 それはいいんですが、10億

のうち基金の残りはあとどしこあっとです
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か。

○潟山港湾課長 10億のうち漁業振興費とい

う観点で申し上げますと、現在、平成14年か

ら８年経過してほぼ４億使っておりますの

で、あと残り６億でございます。

○渡辺利男委員 これは熊本港をつくるとき

の地元の漁協対策ということでつくられた20

億だったわけですが、この5,000万の使い方

についてはどうなんですか、そこまでずっと

この間チェックはされてきたんですか。

○潟山港湾課長 このチェックに関しまして

は、5,000万のうち二部会の９つの漁協、河

内から網田まででございますが、この９つの

漁協に最大500万ずつ、それと熊本市へ委託

しております種苗の放流事業として500万、

これで合計5,000万でございますが、すべて

漁協へのチェック、検査ですね、完了検査、

それと熊本市への検査、これは港湾課でいた

しております。

○渡辺利男委員 漁協へ渡した後どういうふ

うに漁業振興のために使ったかというところ

までされているんですね。

○潟山港湾課長 はい。

○渡辺利男委員 結構です。

○守田憲史委員長 ほかに質問ありません

か。

（ ありません」と呼ぶ者あり）「

○守田憲史委員長 なければ、これで質疑を

終了します。

次に、その他で何かありませんか。

○堤泰宏委員 ここでお尋ねしていいかわか

らぬですけど、けさ熊日に、装飾古墳館です

か、見なはった、あら何ですか。ここで聞い

ていいかどうかはわからぬけれども、ちょっ

とその他で……

○鷹尾監理課長 所管課は教育庁の文化課で

あったかと思いますが、新聞にありますとお

り、装飾古墳館の樹木の剪定業務に関連とい

うことで載っておりまして、一般競争入札を

実施したら、当該対象ランクの業者が４社し

かいなかったというような内容の記事であっ

たかというふうに思って……

○堤泰宏委員 ３社で入札しとるですね。

○鷹尾監理課長 ４社です。当該ランクの業

者が、熊本県で格づけをした業者が樹木の剪

定、維持、管理、管理調達課のほうで格づけ

を行っている業者でございます、これが４社

しかいないというところからああいう記事に

なったものと理解しております。

詳細については、所管が違いますので、私

のほうからはお答えはそれ以上は控えさせて

いただければと……

○堤泰宏委員 そらそぎゃんでしょうな。ち

ょっと、ここに持ってきとっとですよ 「一。

般入札の公告」というとば。これは都市計画

課あたりも相談があっとじゃなかっですか。

○船原都市計画課長 相談はあっておりませ

ん。

○堤泰宏委員 そぎゃんですか。今まではこ

れは指名入札だったですね。ことしから一般

競争入札に変えて、４社の中の１社はこれは

入札しとらぬとやなかろうか、３社でしとっ

とですか。

○鷹尾監理課長 入札はこれからであったか

というふうに理解しております。
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○堤泰宏委員 だけん、何か新聞では１社は

……

○鷹尾監理課長 公告だけ……

○堤泰宏委員 要らぬこつばってん、その他

だけん私は聞いたんですよ。こういうことが

ないように、土木部は一番入札の多いところ

ですから、新聞に余り書かれたりすると、私

たちもわからぬことも多いし、県民は特にこ

れはわからぬと思うです。

終わりです。

○守田憲史委員長 なければ、以上で本日の

議題はすべて終了いたします。

最後に、要望書が１件と陳情書が１件提出

されておりますので、参考としてお手元に写

しを配付しております。

それでは、これをもちまして第２回建設常

任委員会を閉会します。

午後３時30分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

建設常任委員会委員長


